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カテゴリカル地位達成分析にむけて

　　　　　　　一初職達成分析の試み一

鹿 又 申イ 夫

地位達成分析と世代間移動表分析

データと変数

ロジスティック回帰による分析

考察

1．地位達成分析と世代問移動表分析

　親子2世代の階層移動にかんする実証的研究は、社会階層と社会移動の領

域において数多く発表されてきた。それは、世代間移動に現れる機会不平等

が、この領域のもっとも重要な研究課題として研究者の関心を集めてきたか

らである。

　ブラウとダンカン（Blau　and　Duncan1967）以後に活発化した地位達成分

析では、パス解析（重回帰分析）を応用することで、それまで別個に扱って

いた世代間移動と世代内移動を同時に分析するようになった。そうした分析

で、たとえば本人（被調査者である子世代）の現職（調査時点の職業）を従属

変数にする場合、独立変数として父親の教育や職業、本人の教育や初職など

を投入するモデルが採用された。これは、他の独立変数の影響を統制したう

えで、それぞれの階層的地位の影響を分析できることを意味していた。

　地位達成研究では、職業階層的地位として、職業威信スコアやSEI（社会

経済的地位指標）という量的変数が使用された。しかし、ハウザー（Hauser

1978，1980）によるログリニア応用モデルやゴールドソープ（Goldthorpe
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カテゴリカル地位達成分析にむけて

1980）の研究以後、1980年代から現在まで、地位達成分析にかわり、世代間

移動表を分析することが主流になってきた。そして、FJH命題（Feather－

man，Jones　and　Hauser1975）の国際比較による検証がさかんにおこわれる

ようになってきた（代表的な研究として、Grusky　and　Hauser1984；Gan－

zeboom6！召1．1989；Erikson　and　Goldthorpe1992．など）。FJH命題とは、

「世代間移動における相対的移動つまり機会不平等のパターンは産業社会に

おいて共通している」という仮説である。

　ところが、こうした最近の主流になっている研究では、地位達成分析で導

入された「他の独立変数の影響を統制したうえでの階層的地位の影響」とい

う視点が、国際比較研究の活況の中でかき消されるようになってきた。なぜ

なら、そうした研究で分析の対象としているのは、父親の職業階層と本人の

現職階層だけから作成された世代間移動表だからである。そこで、本稿では、

移動表分析で使用されるカテゴリカルな階層変数をもちいながら、地位達成

分析のように複数種類の階層的地位を独立変数として投入し、それらの影響

を分析する方法を試みる。とりあげるのは初職達成で、分析はロジスティッ

ク回帰の応用モデルによっておこなう。その分析では、従属変数に初職階層

を、独立変数に父親の職業階層や本人の学歴などを投入する。

　こうしたカテゴリー変数をもちいて地位達成分析に準じた分析をおこなう

のは、量的変数を使った地位達成分析のもつ制約を克服するためである。そ

の第1の制約とは、量的変数をもちいるので、線形的な影響関係しか分析で

きないことである。たとえば、SSM調査データをもちいた研究でも、父親

の職業階層的地位（威信スコア）が高ければ、そして本人の教育年数が多け

れば、初職の階層的地位が高くなる、という影響関係が確認されている（富

永1979；鹿又1990．など）。しかし、たとえば、父職業階層がホワイトカラー

でも被雇用の場合と自営の場合で、どちらが初職階層への影響が強いのかは

わからない。また、本人の大学レベルの学歴が初職階層におよぼす影響をと

りあげると、被雇用のホワイトカラーになりやすくする効果と、自営のホワ

イトカラーになりやすくする効果のどちらが強いのかもわからない。

　第2の制約は、従来の地位達成分析でもちいてきた重回帰分析では、階層

559（20）



法学研究77巻1号（2004：1）

的地位の影響関係にみられる時間的変化を分析しにくいことである。その重

回帰分析で、威信変数や教育年数にくわえて、たとえばこれらと出生年（出

生コーホートをあらわす量的変数）を乗じた交互作用変数を投入すると、共線

性が起きて回帰係数が不安定になりやすい。そのため、地位達成構造の時間

的変化を分析しようとする研究は、調査時点別の比較を多用してきた。しか

し、こうした時点比較では、コーホート効果および年齢効果による変化がな

いと仮定し、時点間にみられた相違のすべてを時代効果だとみなしてしまう。

　本稿でもちいるロジスティック回帰でも共線性は起きるが、重回帰分析に

くらべればはるかに起きにくい。また、初職達成に分析を限定することで、

時間的変化をあらわす変数として出生コーホートにかんする変数だけを投入

するだけでよい。同じ年に出生した者が初職につく時点は、約10年くらいま

での幅はあるだろうが、ほぽ同じ時点に就職したとみなせるので、時代効果

や年齢効果を統制する必要はないからである。なお、以下では職業階層を階

層と表記する。

2．データと変数

　データは1955年から1995年まで10年おきに5回実施されたSSM調査の男

性を合併してもちいた（分析対象のサンプルは、1886～1974年出生の11，777サン

プル）。職業階層分類は、表1のように、上層ホワイトカラー、雇用ホワイ

トカラー、自営ホワイトカラー、雇用ブルーカラー、自営ブルーカラー、農

業の6分類を使用した。これらの分類について、表3～4や図2～5では、

それぞれ「上層W」「雇用W」「自営W」「雇用B」「自営B」「農業」と略

記した。

　各変数は、下記のように作成した。分析結果をしめす表3では、ダミー変

数には変数名の後に「もとつけた。交互作用変数は、2つの変数を乗じて

作成し、「×」の前後にそれらの変数名をしめした。時問の経過にかかわる

変数は、出生コーホートにかんする「出生年、出生年2乗」である。これら

をコーホート変数と呼ぶことにする。
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カテゴリカル地位達成分析にむけて

表1　階層6分類

SSM職業8分類 従業上の地位 企業規模

上層ホワイトカラー　　専門

　　　　　　　　管理
　　　　　　　　管理

者
用

営
雇

経
被

30人以上

30人以上

雇用ホワイトカラー　　管理

　　　　　　　　事務・販売
用
用

雇
雇

被
被

30人未満

自営ホワイトカラー　　管理

　　　　　　　　事務・販売

経営者または自営　　30人未満

経営者または自営　　30人未満

雇用ブルーカラー 熟練・半熟練・非熟練　　被雇用

自営ブルーカラー 熟練・半熟練・非熟練　　経営者または自営　　30人未満

農業 農業

初職階層（従属変数）：本人の初職時の階層について、各階層カテゴリーに

　　該当する場合1、該当しない場合0をあたえたダミー変数を6っ作成し

　　た。

出生年と出生年2乗：出生年の数値（西暦年）のままだとその回帰係数がき

　　わめて小さくなってしまうので、実際の出生年から1885を引いて、

　　SSM調査でもっとも古い年の出生者が数値1となる出生順序に変換し、

　　それを10で割った。

父階層：本人の階層と同様に、各階層カテゴリーに該当する場合1、該当し

　　ない場合0をあたえたダミー変数を6つ作成した。

本人学歴：本人が高等学歴、中等学歴について該当する場合1、該当しない

　　場合0をあたえたダミー変数を2っ作成した。高等学歴変数を「高

　　等d」、中等学歴変数を「中等d」と表記する。高等学歴は旧制の高等学

　　校・専門学校・大学・大学院そして新制の短期大学・大学、中等学歴は

　　旧制の中学校・実業学校・師範学校そして新制の高等学校などである。

　　これら2変数を同時に投入した場合の基準カテゴリーは義務学歴であり、

　　旧制の尋常小学校・高等小学校、新制の中学校である。
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3．ロジスティック回帰による分析

　3．1モデル

　ここでもちいる分析モデルは、（1）式でしめされるロジスティック回帰の

応用モデルである1）。従属変数として初職階層にかんするダミー変数を投入

するが、正確にはモデルの予測値は出現確率一Phのロジットφんである。こ

のPhは、従属変数として投入されるダミー変数が1の値をとる現象につい

ての、個票hにおける出現確率である。予測値φhは、従属変数がたとえば

初職上層ホワイトカラー（階層2）をしめすダミー変数のとき、その初職上

層ホワイトの分布比率のロジット（以下では分布比率ロジットと記す）にっい

ての予測値といえる。

　　　　　　　Ph　　　φh二加1－P、二β・傷隣∬Th杜弓｛5h」　　（1）

　β。は定数である。K個の独立変数xT嫉は、従属変数の分布変動効果をあ

らわすコーホート変数を投入する。五個の独立変数x㌔は、従属変数と同

亡階膚1をあらわず交階膚グ）タミこ変数、本人の高等学歴と中等学歴のダミ

ー変数、およびこれらとコーホート変数の交互作用変数である。xTを「分

布変動変数」、■5を「階層変数」と呼ぶことにする。βTんとβSzは、それら

に対応する回帰係数である。これらの回帰係数は、従属変数と独立変数の関

連の強さをあらわす対数オッズ比の推定値である。

　分布変動変数xTとして投入されたコーホート変数の回帰係数は、従属変

数である初職階層ゴの分布が、コーホートとともにどのように変化している

かをあらわす2）。他方で、階層変数xsには、上記のように階層iの父階層、

本人の高等学歴と中等学歴、そしてこれらとコーホート変数を乗じた交互作

用変数を投入する。その各回帰係数は、これら各変数と初職階層♂の関連の

強さおよびその変化をあらわす。

3．2分析方法

従属変数として各初職階層のダミー変数をもちいるので、分析は階層別に

（23〉556



カテゴリカル地位達成分析にむけて

表2　コーホート・グループ

コーホート
　　　　　サンプル数（出生年）

1886－89

1890－99

1900－09

1910－19

1920－29

1930－39

1940－49

1950－59

1960－69

1970－74

64

341

742

1244

2185

2689

2258

1442

603

209

計 11777

それら6つのダミー変数について別個におこ

なった。その分析は、各階層について次の手

順で進めた。まず第1段階では、分布変動変

数として「出生年」と「出生年2乗」を投入

した3）。そして、表2にしめすコーホート・

グループ別に各初職階層の分布比率ロジット

を計算し、そのロジットとモデルの予測値を

グラフ化して比較し、モデルの適合を確認し

た。

　第2段階では、上の変数に加えて、「父階

層」、「父階層×出生年」の2変数を追加投入

した。この父階層は、従属変数と同じカテゴ

リーをあらわす父階層ダミー変数である。たとえば、初職上層ホワイトのダ

ミー変数を従属変数とする分析では、同じ上層ホワイトの父階層ダミー変数

を投入する。このとき、父階層と初職階層のコーホート・グループ別移動表

から計算した対数オッズ比のプロット図を作成し、その変化が曲線的に見え

る場合は、「父階層×出生年2乗」も追加投入した。しかし、この変数が有

意になった階層はなかった。

　第3段階では、第2段階で追加投入した変数で有意にならなかったものを

除外し、さらに本人の「高等学歴」「高等学歴×出生年」「中等学歴」「中等

学歴×出生年」の各変数を追加投入した。また、第2段階と同じように、本

人学歴と初職階層のコーホート・グループ別クロス表から計算した対数オッ

ズ比のプロット図を作成し、その変化が曲線的に見える場合は、「出生年2

乗」との交互作用変数も追加投入した。しかし、この交互作用変数で有意に

なったのは、自営ホワイトの分析での「高等学歴×出生年2乗」だけであっ

た。

　最終段階では、第3段階で有意にならなかった変数の中でWald統計量

が小さいものから除外し、有意性が残った変数のみを採用した。こうした段

階的手法をとったのは、共線性を避けるためである。「出生年」「出生年2
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乗」そしてこれらとの交互作用変数を投入するので、共線性が起きる可能性

があった。そのため、段階的に変数を追加し、追加による回帰係数の変化に

注意したのである。採用された各モデルの各変数は、他の変数を追加および

削除しても大きな変化はなく安定していた。

　3．3階層別の分析結果

　階層別に採用したモデルを表3にしめした。表中の「父階層」は、従属変

数の初職階層」と同じ階層をあらわす父階層ダミー変数である。表中の回帰

係数は、その絶対値が大きいほど関連が強いことをあらわす。っまり、プラ

スであれば、当該の初職階層iになりやすい効果をしめす。マイナスであれ

ば、なりにくい効果をしめす。絶対値が大きいほど、それらの効果が強いこ

とをしめす。

　これらの効果は、基準カテゴリーとの格差をあらわしてることに注意され

表3　ロジスティック回帰の分析結果　（数値は回帰係数N＝10，379）

従属変数（本人初職階層）

独立変数 上層Wd　雇用Wd　自営Wゴ　雇用Bα　自営Bご　　農業ご

定数β。

出生年

出生年2乗

父階層α

父階層ご×出生年

高等d
高等d×出生年

高等ご×出生年2乗

中等d
中等ご×出生年

一3．565＊＊＊　一1．929＊＊＊　一3．062＊＊＊　一2．393＊＊＊　一3．031＊＊＊　一1．834＊＊＊

＊＊＊

．040＊＊＊

1．375＊＊＊

＊＊

4．1・15＊＊＊

2．303＊＊＊

＊＊＊　　一。358＊＊＊　　　．475＊＊＊　　一．083＊＊＊

．602＊＊＊　　2．343＊＊＊

　　　　．149＊＊

1．195＊＊＊　一2．984＊＊

．165＊＊＊　　1．149＊＊

　　　　一．092＊＊

1。576＊＊＊　　　．583＊＊＊

2．440＊＊＊

一
．

268＊＊

一
．

461＊＊

2．540＊＊＊

19＊＊

一
．

152＊＊＊　　一．257＊＊

．181＊＊

1＊＊＊

2．512＊＊＊

一4．034＊＊＊

　．349＊＊＊

一1．438＊＊＊

　．140＊＊＊

一2L五

“zo4召1エ2

ρ（証流）

R2

4662．17　　　10452．82

1791．57　　　1335．68

．000（6）　．000（5）

．342　　　　　　．178

2399．73

741．16

．000（7）

．264

11670．40

1754．81

．000（5）

　．214

3637．82　　　7124。44

795．51　　　3605。99

．000（4）　．000（7）

．212　　　　　　．455

一2L五：モデルの対数尤度

1～2：NagelkerkeのR2

　η10421エ2：適合度改善

＊紳1％水準　　＊＊5％水準

威五：自由度　　ρ：有意水準

＊10％水準（Wald検定）
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たい。高等および中等学歴の効果は、義務教育にくらべて初職階層」になり

やすい（にくい）効果をあらわす。初職階層iの分析における父階層の効果

は、階層iの出身者が、他階層の出身者にくらべて、初職でその階層1にな

りやすい傾向をあらわす。たとえば、上層ホワイトの分析における父階層の

効果は、上層ホワイトの出身者が他の出身者よりも、初職で上層ホワイトに

なりやすい地位継承効果をあらわす。

　これらの効果の変化を見やすくグラフにしたのが、図La～fである。図

1は、階層別の分析結果について、父階層、高等学歴、中等学歴の各変数が

初職階層におよぼす効果（回帰係数の数値）を該当する出生コーホートに配

置したものである。

　図1．aの上層ホワイトをみると、高等学歴と中等学歴が初職上層ホワイト

になりやすい効果をもち、前者の効果が後者よりも強いことが確認される。

そしてこれらの効果は出生時点によって変わっておらず、一定である。上層

ホワイトの父階層も、初職上層ホワイトになりやすくする効果をもつが、学

歴効果にくらべると弱い。また、その効果は若いコーホートほど弱まってい

る。

　図1．bの雇用ホワイトも、上層ホワイトと似ている。高等学歴と中等学歴

の者そして雇用ホワイト出身者が、初職で雇用ホワイトになりやすい。しか

し、上層ホワイトとの相違もある。それは、これらの効果が上層ホワイトよ

りも小さいことである。また、高等学歴の効果が若いコーホートほど強まり、

父階層の効果が一定になっていることである。高等学歴の効果は、1910年代

出生まで中等学歴の効果とほぽ同じ水準である。これは、中等学歴の者も高

等学歴の者も少なかった時代には、雇用ホワイトヘのなりやすさでは、中等

学歴も高等学歴もほとんど違いがなく、高学歴化が進展することによって、

中等学歴にたいする高等学歴の優位性が高まってきたことをしめす。

　これらにくらべると、図1．c～fの自営ホワイト、雇用ブルー、自営ブル

ー
、

農業では、高等学歴の効果が、逆方向に作用している。高等学歴の効果

は、ほとんどがマイナスになっていて、高等学歴をもつ者がこれらの階層に

なりにくいことをしめしている。つまり、高等学歴は上層ホワイトカラーと
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雇用ホワイトになりやすくさせるが、その他にはなりにくくさせている。

　また、上層および雇用ホワイトカラーでの父階層の継承効果は、学歴の効

果よりも小さかったが、これら4階層では、概して強い。雇用ブルーの父階

層効果は、若いコーホートほど急激に低下している。そのため、父階層の継

承効果が強いまま持続しているのは、自営層と農業である。

　これら4階層では、中等学歴の効果は、高等学歴と父階層の効果よりも小

さい。中等学歴の効果をあらわす線は、高等学歴と父階層の効果をあらわす

2つの線のあいだにあり、0により近い位置にある。

　これら4階層における父階層と学歴の効果の変化をみると、次の諸点を指

摘できる。第1に、自営ホワイトでは、若いコーホートになるほど父階層の

継承効果が直線的に強まる一方で、高等学歴の効果が1950年代出生をピーク

として曲線的に変化している。後者は、高等学歴をもつ者が自営ホワイトに

なりにくかったのが、急激にその傾向を弱めたことを意味している。つまり、

学歴効果は弱まってきた一方で、父階層効果が強まってきたのである。第2

に、雇用ブルーでは、コーホートにしたがって、高等学歴と中等学歴が雇用

ブルーになりにくくする傾向が（とくに前者で）一貫して強まってきた。ま

た、父階層の継承効果も一貫して低下して、もっとも若いコーホートではほ

ぼ0に近い。つまり、父階層の影響がほとんど消失するまで弱まってきた一

方で、学歴効果が強まってきたのである。ところが、第3に自営ブルーでは、

学歴の効果と父階層の効果はともに時間的変化をしておらず、学歴効果が小

さいまま、そして父階層の継承効果が強いまま持続している。第4に、農業

では、父階層の継承効果は強いまま持続してきたが、若いコーホートほど高

等学歴と中等学歴の効果は（特に前者が）弱まってきた。

　これらから、自営層および農業では、若いコーホートほど、父階層の効果

が強いままかさらに強まり、学歴効果が弱いままか低減してきた、といえる。

これにたいして雇用ブルーでは、これらとは逆に父階層効果が弱まり、学歴

効果が強まってきたのである。学歴効果が強く、父階層効果が弱いのは上層

および雇用ホワイトカラーの特徴であった。雇用ブルーの特徴は、この上層

および雇用ホワイトに近づいてきたのである。ただし、その学歴効果は、こ
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れらとは反対に、高等および中等学歴の者がなりにくい（義務学歴の者がな

りやすい）傾向をしめしている。

　3．4学歴効果と父階層効果

　初職階層への影響を各学歴と父階層にわけて整理したのが、図2～図5で

ある。図2は、各初職階層にたいする高等学歴の効果をしめしている。図3

は、同じく中等学歴の効果である。これらは表3の回帰係数をしめしている。

図4は、表3の分析とは別個におこなってえられた、各初職階層にたいする

義務学歴の効果である。この義務学歴の効果は、高等学歴および中等学歴の

2っのダミー変数にかえて、義務学歴ダミー変数を使用してえたものである。

　図2の高等学歴と図3の中等学歴は、よく似たパターンをしめしている。

それは第1に、これらの学歴がホワイトカラーになりやすくする効果をもっ

ていることである。その効果の強さは、上層ホワイト、雇用ホワイト、自営

ホワイトの順になっている。第2に、これらの学歴がブルーカラーおよび農

業になりにくくする効果をもっていることである。そして、その効果は、若

いコーホートほど、雇用ブルーで強まり、農業で弱まっている。第3に、こ

れらの効果は、高等学歴のほうが中等学歴よりもはるかに強い。第4に、高

等学歴と中等学歴の相違は、第3点めをのぞくと、雇用ホワイトと自営ホワ

イトになりやすくする高等学歴の効果に、若いコーホートほど強くなる変化

があったことだけである。

　図4の義務学歴の効果は、図2および図3の上下を反転させた形状になっ

ている。それは、上の諸点と逆の傾向をしめしている。義務学歴は、ブルー

カラーと農業になりやすくする効果、そしてホワイトカラーになりにくくす

る効果をもっている。変化については、農業になりやすい効果が弱まり、雇

用ブルーになりやすい効果が強まっている。

　他方で、図5は各初職階層への父階層の効果（回帰係数）をしめしている。

自営ブルーと農業では、父階層の継承効果（初職が父親と同じ階層になる効

果）が強いまま一定に持続している。自営ホワイトは、古いコーホートでは

上の2階層と同じ水準であったが、コーホートにしたがって強まっている。
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　　　　　　　　　図2　各初職階層への高等学歴の効果
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図3　各初職階層への中等学歴の効果
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図4　各初職階層への義務学歴の効果
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　　　　　　　図5　各初職階層への父階層の効果
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雇用ホワイトは、低い継承効果を一定に持続している。この雇用ホワイトと

くらべると、上層ホワイトの継承効果は、古いコーホートでやや強かったが、

もっとも若いコーホートでは雇用ホワイトと同じ水準にまで低下している。

雇用ブルーの継承効果は、古いコーホートでは自営層や農業と同程度に強か

ったが、若いコーホートでは上層および雇用ホワイトの低い水準に近づき、

もっとも若い1970年代出生ではほぼ0、つまり完全な機会均等に近い。

　学歴と父階層の効果の強さを図2～図4と図5で比較すると、学歴効果の

方が強い。もっとも強い学歴効果は、図2の高等学歴の上層ホワイトでその

絶対値の最大値が4．145である。絶対値でみるのは、たとえば＋4と一4の相

違は効果の方向は逆でも、効果の強さとしては同じだからである。上層ホワ

イトヘの高等学歴効果は4．145で一定だが、これは高等学歴をもつ者が、基

準カテゴリー（義務学歴の者）にくらべて、約63倍（64145ニ63．12）の比率で

上層ホワイトヘの初職達成をしやすいことを意味する。他方の図5では、父

階層効果の最大値は、1890年出生の約2．5（自営ホワイト・自営ブルー・農

業・雇用ブルー）から、自営ホワイトの1970年出生での3．610まで高まってい

た。後者の数値は、自営ホワイトの出身者がそれ以外の出身者よりも、約37

倍（63610＝36．97）ほど自営ホワイトになりやすいことを意味する。しかし、

それ以前はこれよりも最大値は低い。したがって、学歴と父階層が作りだす

機会格差の大きさじたいは、前者のほうが大きい。

　以上より次の諸点を指摘できる。第1に、父階層の継承効果は、高い水準

をもつ階層と低い水準をもつ階層に二極化してきた。高い水準をたもってい

るのは自営層と農業である。この継承効果が強いのは、これらの職業階層で

は、店舗・工場・装置・農地などが必須になるために、それらと職業的な世

代間継承が並行してなされるためである。これにたいして、継承効果が高か

った雇用ブルーが大きく低下し、上層ホワイトもゆるやかに低下してきた。

これらに低水準を持続してきた雇用ホワイトを加えた3階層は、きわめて低

い水準で収敏するようになってきた。これら3階層は、被雇用層および最上

層（専門職と経営管理層）である。

　第2に、学歴が初職階層におよぼす効果は、父階層の効果にくらべて強か
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った。その効果は、より上位の学歴がホワイトカラーへの初職達成を促進し、

ブルーカラーおよび農業への初職達成を抑止するものであった。義務学歴で

は、逆に、ブルーカラーと農業の初職達成を促し、ホワイトカラーになりに

くくしていた。

　第3に、学歴効果の大きな変化は農業と雇用ブルーに現れていた。より上

位の学歴では、農業になりにくい効果を弱め、雇用ブルーになりにくい効果

を強めてきた。義務学歴でみれば、農業になりやすい効果が弱まり、雇用ブ

ルーになりやすい効果が強まってきた。つまり、初職で農業になることにか

んして学歴は関係なくなる一方で、雇用ブルーになることにかんしては学歴

格差が拡大してきたのである。

　第4に、上の学歴効果の変化によって、父階層の継承効果と同じように、

学歴効果も強い効果をもつ階層と弱い効果をもつ階層に二極化してきた。前

者は被雇用層および最上層、後者は自営層と農業である。この二極化は、継

承効果の二極化と同じ分断をしめしている。

　一方の被雇用層および最上層では学歴効果が強く、継承効果が弱い。これ

らの階層の1970年出生で、学歴効果の絶対値の最大値が（上層ホワイトヘの

高等学歴の）4．145（84145二63．12）なのにたいして、継承効果のそれは（雇

用ホワイトの）0．602（60602二1．83）にすぎない。こうした数値から、これ

ら被雇用層および最上層への初職達成は、学歴にほぽ依存してなされており、

学歴決定層といえる。

　他方で、自営層と農業では学歴効果が弱く、継承効果が強い。1970年出生

で、学歴効果の絶対値の最大値が（農業への高等学歴の）1．067（一1．067の

絶対値で6－1067二〇．34）なのにたいして、継承効果のそれは（自営ホワイト

の）3．610（召3“610二36．97）になっている。これら自営層と農業への初職達

成は、父階層に強く規定されており、父職決定層といえる。

　こうした若いコーホートではなく、1890～1900年代出生の古いコーホート

にさかのぼって継承効果と学歴効果をみると、3つの層に分類できる。第1

の層は、自営ホワイト、自営ブルー、雇用ブルーである。これらは継承効果

が強く、学歴効果が弱かった。これらは初職達成が父階層に強く規定される
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点において、1970年出生の父職決定層と同じである。ただし継承効果の最大

値は1970年出生のほうが大きくなっている。第2の層は上層ホワイトと雇用

ホワイトである。これらは、継承効果が弱く、学歴効果が強い点において、

1970年出生の学歴決定層と同じである。ただし、1970年出生のほうが、上層

ホワイトの継承効果がより弱く、雇用ホワイトヘの高等学歴効果がより強く

なっている。第3の層は農業で、父階層と学歴の双方に強く規定されていた。

1890年出生をとりあげれば、継承効果が2．512（62512二12．33）なのにたい

して、最大の学歴効果は高等学歴の一3．860（6－3齢860＝0。02）であった。

　このように、古いコーホートにみられた第1および第2の層は、1970年出

生の父職決定層と学歴決定層と同じ特徴をもっていたが、それぞれ父階層と

学歴による規定度がややゆるやかであった。つまり、父職決定層と学歴決定

層としての特徴は若いコーホートのほうがより鮮明になってきたのである。

そして第3の層は、父階層と学歴の双方に規定されていた農業であった。

4．考察

　日本の初職達成は二極化してきた。一方は、学歴効果がほとんどなく、父

階層の継承効果によって初職階層が強く規定される父職決定層である。自営

ホワイトと自営ブルーはこうした特徴を持続してきた。農業は、強い継承効

果を持続しながらも、若いコーホートほど学歴効果を弱めてきており、自営

層の特徴に近づいてきた。そしてこれらは、父職決定層としてその特徴を共

有するようになった。他方は、父階層の継承効果がほとんどなく、学歴によ

って初職が強く規定される学歴決定層である。雇用ホワイトはこの特徴を持

続してきた。そして、若いコーホートほど、上層ホワイトは継承効果を弱め、

雇用ブルーは継承効果を弱めて学歴効果を強めてきた。これらは、学歴決定

層として収敏してきた4）。

　若いコーホートにおける初職達成の構造にかんして簡潔にいえば、だいた

い1950年代出生以降では、父階層の継承効果にほぽ規定される自営層および

農業の父職決定層、そして学歴にほぼ規定される被雇用層および最上層の学
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歴決定層に分断されるようになった、といって良いだろう。

　学歴が作りだす機会格差の最大の大きさはほとんど変化していなかったが、

父階層のそれは拡大していた。学歴効果では、上層ホワイトの初職達成を促

す高等学歴の効果が最大で、一定であった。父階層効果の最大値は、自営ホ

ワイトにみられ、高等学歴のそれよりも小さいものの、若いコーホートほど

高まっていた。これらは、学歴と父階層が、程度に多少の相違はあれ、それ

ぞれ同じように初職達成の機会格差を作りだしてきたかのように見える。

　しかし、父職決定層と学歴決定層の二極化にいたるまでの各階層の分布変

化をみると、日本社会全体としては、まったく異なる様相をしめす。表4は、

初職階層の分布変化を出生年代別にみたものである。図6は、この表にもと

づいて、1900年代と1960年代出生における初職階層の分布変化を父職決定層、

学歴決定層、そして父職・学歴決定層としてまとめて整理したものである5）。

ただし、前節で述べたように、父職決定層と学歴決定層の特徴は、若いコー

ホートである1960年代出生のほうが鮮明になっている。雇用ブルーは、その

特徴が父職決定層から学歴決定層に移行してきた。農業は、1900年代出生で

は父階層にも学歴にも影響されていたので父職・学歴決定層として他と区別

し、1960年代出生では父職決定層に組み入れた。

　図6の父職決定層、父職・学歴決定層、学歴決定層の分布比率をみると、

表4　初職階層の分布変化 （数値％）

コーホート　　　　　　　　　　　　本人初職階層
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計（n）
（出生年）　上層W　雇用W　自営W　雇用B　自営B　農業

1886－89

1890－99

1900－09

1910－19

1920－29

1930－39

1940－49

1950－59

1960－69

1970－74

6．3

8．5

6．6

7．0

10．5

7．5

9．3

12．6

18．5

14．0

4
4
1
5
9
3
2
1
7
9

9
4
7
2
0
4
1
4
3
6

　
1
1
2
2
2
3
3
3
3

8
0
1
4
1
0
6
6
1
0

7
5
5
4
3
4
2
2
2
0

4．7

15．6

22．3

26．8

35．0

36．2

44．2

41．4

42。6

47．8

12。5

7．4

7．8

6．9

3．9

6．6

4．5

5．5

1．7

1。3

59．4

49．1

41．3

32．5

26．5

21．3

8．2

3．8

1．3

0．0

100（64）
100（　340）

100（732）

100（1218）

100（2138）

100（2610）

100（2172）

100（1330）

100（　519）

100（157）
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図6　規定要因別にみた階層の分布変化

く1900年代出生〉 ＜1960年代出生＞

自営W
自営B
雇用B

35。1％ 5．2％

父職決定層

自営W
自営B
農業

父職決定層

農業 41．3％

父職・学歴決定層

　　　　　　23．6％ 94。8％

学歴決定層

雇用B
上層W
雇用W

学歴決定層

1900年代から1960年代出生まで、父職決定層が約35％から約5％にまで減少

し、学歴決定層が約24％から約95％を占めるまでに増大してきたことがわか

る。父階層が作りだす初職達成の機会格差じたいは大きくなってきたが、そ

の格差に規定されて初職達成をした人は5％程度になるまで減少し続けてき

たのである。他方で、学歴が作りだす機会格差によって初職達成をした人は

95％まで増加してきた。これは、若いコーホートでは、ほとんどの人の初職

達成が学歴による選別にしたがうようになったことを意味する。このように、

初職達成の圧倒的多数において、学歴に依存した人員配分が父階層の影響に

よる継承を凌駕するようになったのである。

　このことは、学歴による人員配分を業績主義とみれば、その業績主義の圧

倒的な浸透ということができる。また、学歴をメリットとみなせば、初職達

成がメリットクラシーの貫徹にほぼ近づいた、といえるだろう。しかし他方

では、学歴にのみ初職達成が決定される悪しき学歴社会が完成されっつある、

という評価もできよう。また、父階層継承と学歴選別の2つに人員配分原理
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が分断化され、とくに高等教育の恩恵を享受できる人とできない人の格差を

作りだしている、とも批判できる。いずれの立場にたつにしても、日本の初

職達成においては、学歴に依存した人員配分が決定的な優位性をもつように

なってきた。

付記：SSM調査データの利用にかんしては、1995年SSM調査研究会の許可を

　えている。また、本研究は、平成14－15年度科学研究費補助金基盤研究（C）

　（2）「現代日本における階層的不平等構造の変動」（課題番号14510216）によ

　る研究成果の一部である。

1）ロジスティック回帰については、Pampe1（2000）、Jaccard（2001）、

　Agresti（2002）、Menard（2002）、丹後他（1996）などを参照されたい。．

2）ただし、階層変数として父階層と本人学歴（高等および中等学歴）のダミー

　変数を投入した場合は、それらの基準カテゴリーすべてに該当する者（具体

　的には父階層がi以外で本人が義務学歴の者〉についての初職階層iの分布比

　率ロジットの変化をあらわす。

3）「出生年」と「出生年2乗」の投入には注意を要した。（1）式の「β。＋ΣβTた

　xT肋」の部分があらわす予測値の該当者は、各分析段階で変わる。第1段階

　では、（1）式の「Σβ5鷹㌔」の部分がないので、父階層や学歴に関係のない

　当該の初職階層才の分布比率ロジットの予測値である。ところが、後続の段

　階てさらに独立変数を追加投入すると、たとえば第2段階で父階層iのダミ

　ー変数を追加投入したとすると、「β。＋ΣβTぱ丁肋」は階層才以外の出身者に

　かんする同様の予測値になる。こうした変数追加によって、「出生年」と「出

　生年2乗」の回帰係数の数値が変わって有意になったり、ならなかったりす

　る。このため、すべての段階で「出生年」だけのモデルと、これに「出生年

　2乗」を加えたモデルを検討した。また、注2）も参照されたい。

4〉父職決定層と学歴決定層というネーミングはやや誇張した表現かもしれない。

　しかし、被雇用層および最上層への初職達成において、全体としては、継承

　効果が弱まる趨勢があり、学歴による選別への依存度が増大している。また、

　自営層と農業への初職達成も、全体としては、学歴効果の低下する趨勢があ

　り、父階層の継承への依存度が増加している。こうした趨勢の方向を強調す

　る意味で、父職決定層と学歴決定層という表現をもちいた。

5）1890年代と1970年代出生は、表2のようにサンプル数がきわめて少ない。そ
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のため、1900年代と1960年代出生のコーホートをもちいた。
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